
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度 

最低賃金改定に伴う中小企業支援施策（官公需、価格決定方法

適正化等）に関する調査事業 

調査報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年２月 

 

株式会社東京商工リサーチ 

  



 

 

 

  



 

 

 

 

目 次 

Ⅰ．調査概要 .......................................................................................................................................... 2 

１．最低賃金の改定が官公需における中小企業者に与える影響等に関する調査 ............................. 3 

２．最低賃金改定等を踏まえた価格交渉月間に関するフォローアップ調査 .................................... 5 

 

Ⅱ．調査結果 .......................................................................................................................................... 7 

 １－１．国等の官公需契約の受注者に対するアンケート調査 .......................................................... 8 

 １－２．都道府県の官公需契約の受注者に対するアンケート調査 ................................................. 12 

 １－３．官公需契約の受注者に対するヒアリング調査結果 ............................................................ 16 

 ２－１．価格交渉促進月間に関するフォローアップ調査（アンケート結果）............................... 19 

 ２－２．価格交渉促進月間に関するフォローアップ調査（ヒアリング調査結果） ....................... 57 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ．調査概要  
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１．最低賃金の改定が官公需における中小企業者に与える影響等に関する調査 

 

（１）目的 

中小企業庁は、官公需契約における最低賃金分の適正な価格転嫁の徹底に取り組んでおり、その一

環として「国等の官公需契約の受注者に対するアンケート調査」および「都道府県の官公需契約の受

注者に対するアンケート調査」を実施。国等および都道府県の官公需契約最低賃金の改定が契約金額

に影響があった個別事例及びその影響が及ぶ業界や契約の種類等に関する実態を把握することで、今

後の官公需に関わる中小企業・小規模事業者の受注機会の増大に向けた施策の在り方について検討す

るための基礎資料とすることを目的とする。 

 

（２）調査概要 

 

①国等の官公需契約の受注者に対するアンケート調査 

調査期間 ： 2021 年 10 月～2021 年 11 月 

調査対象 ： 国等の官公需契約受注事業者 15,000 社 

調査方法 ： 調査依頼ハガキを発送しインターネットにて回答 

回 答 数 ： 8,175 件（54.5％） 

 

②都道府県の官公需契約の受注者に対するアンケート調査 

調査期間 ： 2021 年 11 月～2021 年 12 月 

調査対象 ： 国等の官公需契約受注事業者 5,000 社 

調査方法 ： 調査依頼ハガキを発送しインターネットにて回答 

回 答 数 ： 2,596 件（51.9％） 

 

（３）調査項目 

問 1 令和３年１０月の最低賃金額の引き上げの決定を受け、発注者から契約金額の見直しが必

要か否かの確認があったか 

問 2 発注側との契約において、従事する従業員等の中に最低賃金又は最低賃金に近い金額で雇

用している従業員等がいるか 

問 3 契約金額の見直しの申し入れを行ったか 

問 4 契約金額の見直しの申し入れに対し、発注者は応じてくれたか 

問 5 価格見直しの協議の結果、契約金額は増額変更されたか 

問 6 契約金額を増額変更されなかったことに対し、発注者から合理的な理由について説明があ

ったと受け止めているか 

問 7 契約金額の変更の協議を申し出ない理由 

 

※調査項目は①、②共通 
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（４）業種区分 

本報告書上における業種区分は下表のとおり。 

 

 

（５）ヒアリング調査 

アンケート調査の回答企業に対し、個別ヒアリングを通じた事例収集を実施。 

 

調査対象：下記の条件に該当する企業 計 15 社 

条件① 発注者から契約金額の見直しが必要かの確認があり、契約金額見直しの申入れを行っ

たが、発注者が協議に応じなかったと回答した受注者。 

条件② 発注者から契約金額の見直しが必要かの確認があり契約金額見直しの申入れを行っ

たところ協議が行われ、結果として契約金額が増額変更となったと回答した受注者。 

条件③ 発注者から契約金額の見直しが必要かの確認があり、契約金額見直しの申入れを行っ

たところ協議は行われ、結果として契約金額は増額変更とはならなかったが、発注者

から合理的な理由の説明があったと回答した受注者。 

  

本報告書における業種区分 日本標準産業分類　大分類

建設業 建設業

製造業 製造業

情報通信業 情報通信業

卸売業、小売業 卸売業、小売業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸業、郵便業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

公務（他に分類されるものを除く）

分類不能の産業

その他

サービス業
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２．最低賃金改定等を踏まえた価格交渉月間に関するフォローアップ調査 

 

（１）目的 

中小企業庁は、９月を「価格交渉促進月間」として設定し、最低賃金の改定を含む労務費や原材料

価格の上昇等が取引価格に適切に反映されるよう取り組んでおり、その一環として「価格交渉促進月

間に関するフォローアップ調査」を実施。「価格交渉促進月間」における交渉状況や実際の価格交渉

の現場における現状と課題など、個別事案の取引実態を把握することにより、今後の価格交渉促進に

向けた政策立案検討のための基礎資料とすることを目的とする。 

 

（２）調査概要 

調査期間 ： 2021 年 10 月～2021 年 11 月 

調査対象 ： 全国の中小企業 40,000 社 

調査方法 ： 調査依頼ハガキを発送しインターネットにて回答 

回 答 数 ： 6,380 件（16.0％）※その他フリーランスからの回答 97 件 
 

（３）調査項目 

問 1 取引している代表的な発注側企業 3 社 

問 2 提供している製品（又はサービス）の頂点企業 

問 3 発注側企業との通常の価格決定方法 

問 4 直近１年における発注側企業との価格交渉の協議状況 

【問 4 で、発注側企業に協議を申し込んだと回答した企業】 

A 直近１年間のコスト上昇分のうち価格転嫁できた割合 

B 転嫁できなかった部分があることについての発注側企業からの理由の説明の有無 

C 発注側企業との価格交渉において懸念したこと 

D 直近１年間で価格交渉の協議を申し込んだ時期 

E 定期的な価格交渉か 

F この時期に価格交渉を行った理由 

【問 4 で、発注側企業に協議を申し込まなかったと回答した企業】 

A 発注側企業との現在の価格について納得しているか 

B 現在の価格に納得している理由 

C 発注側企業に協議を申し込まなかった理由 

D 現在の価格に納得していない理由 

【問 4 で、発注側企業から協議を申し込まれたと回答した企業】 

A 直近１年間のコスト上昇分のうち価格転嫁できた割合 

B 転嫁できなかった部分があることについての発注側企業からの理由の説明の有無 

C 発注側企業との価格交渉において懸念したこと 

D 直近１年間で価格交渉の協議を申し込んだ時期 

E 発注側企業からの協議の申し込みに応じたか 

F 定期的な価格交渉か 

G 発注側企業からの協議の申し込みの趣旨 

H 発注側企業からの協議の申し込みが行われた理由 

問 5 ９月を価格交渉促進月間に設定したことは発注側企業との価格交渉に役立ったか 

問 6 価格交渉促進月間を知ったきっかけ 
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（４）業種区分 

本報告書上におけるの業種区分は、それぞれ下記のとおり。 

 発注側企業：取引適正化に向けた自主行動計画の業種別ガイドラインに整合。 

 受注側企業：下表のとおり。 

 

 

（５）ヒアリング調査 

アンケート調査の回答企業に対し、個別ヒアリングを通じた事例収集を実施。 

 

調査対象：パートナシップ構築宣言企業 8 社の下請企業 計 16 社 

  

本報告書における業種区分 日本標準産業分類　大分類

農業，林業

漁業

鉱業，採石業，砂利採取業 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業 建設業

製造業 製造業

情報通信業 情報通信業

運輸業，郵便業 運輸業，郵便業

卸売業，小売業 卸売業，小売業

学術研究，専門・技術サービス業

サービス業（他に分類されない）

農業，林業，漁業

サービス業他
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Ⅱ．調査結果 
 

  



 

8 

 

１－１．国等の官公需契約の受注者に対するアンケート調査 

 

問1. 調査対象の契約について、令和３年１０月の最低賃金額の引き上げの決定を受けて、発

注者である国等から契約金額の見直しが必要かどうかについての確認がありましたか。 

 

「確認があった」が６割半ばを占めている。また、業種別に見ると、すべての業種において「確認が

あった」が高く、5～6 割台となっている。 

 

 

 

 

問2. 調査対象の契約について、国等との契約において従事する従業員等の中に、最低賃金又

は最低賃金に近い金額で雇用している従業員等はいますか。 

 

「いない」が９割以上を占めている。また、業種別に見ると、すべての業種において「いない」が

高く、8～9 割台となっている。「いる」では「サービス業」が他の業種に比べて高くなっている。 

 

 

  

全体 (N = 8,160)

建設業 (N = 2,385)

製造業 (N = 433)

情報通信業 (N = 434)

卸売業、小売業 (N = 645)

サービス業 (N = 3,559)

その他 (N = 696)

66.7%

66.0%

58.7%

65.0%

63.6%

69.2%

65.7%

33.3%

34.0%

41.3%

35.0%

36.4%

30.8%

34.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

確認があった 確認がなかった

全体 (N = 8,168)

建設業 (N = 2,388)

製造業 (N = 435)

情報通信業 (N = 434)

卸売業、小売業 (N = 647)

サービス業 (N = 3,560)

その他 (N = 696)

8.3%

1.9%

8.0%

2.3%

7.0%

13.6%

8.6%

91.7%

98.1%

92.0%

97.7%

93.0%

86.4%

91.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

いる いない
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問3. 調査対象の契約について、国等に対し、契約金額の見直しの申し入れを行いましたか。 

 

「申し入れを行っていない」が８割半ばを占めた。また、業種別に見ると、すべての業種において

「申し入れは行っていない」が高く、8～9 割台となっている。「申し入れを行った」では「サービス

業」が他の業種に比べて高くなっている。 

 

 

 

 

問4. 調査対象の契約について、貴社からの契約金額の見直しの申し入れに対し、国等は協議

に応じてくれましたか。 

 

「協議に応じてくれた」が９割を占めている。また、業種別でも「サービス業」では、「協議に応じ

てくれた」が 9 割と高くなっている。他の業種については、サンプル数が少ないため、下図は参考と

されたい。 

 

 

  

全体 (N = 680)

建設業 (N = 45)

製造業 (N = 35)

情報通信業 (N = 10)

卸売業、小売業 (N = 45)

サービス業 (N = 485)

その他 (N = 60)

15.3%

13.3%

2.9%

10.0%

2.2%

18.4%

10.0%

84.7%

86.7%

97.1%

90.0%

97.8%

81.6%

90.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

申し入れを行った 申し入れは行っていない

全体 (N = 104)

建設業 (N = 6)

製造業 (N = 1)

情報通信業 (N = 1)

卸売業、小売業 (N = 1)

サービス業 (N = 89)

その他 (N = 6)

89.4%

83.3%

0.0%

100.0%

100.0%

89.9%

100.0%

10.6%

16.7%

100.0%

0.0%

0.0%

10.1%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

協議に応じてくれた 協議に応じてくれなかった
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問5. 調査対象の契約について、価格見直しの協議の結果、契約金額は増額変更されました

か。 

  

「増額変更された」が７割を占めている。また、業種別でも「サービス業」では「増額変更された」

が 7 割を占めている。他の業種については、サンプル数が少ないため、下図は参考とされたい。 

 

 

 

 

 

問6. 調査対象の契約について、契約金額を増額変更されなかったことに対し、国等から合理

的な理由について説明があったと受け止めましたか。 

  

「合理的な理由について説明があったと受け止めている」が７割を占めている。また、業種別に見

ると、「サービス業」では「合理的な理由について説明があったと受け止めている」が 7 割半ばを占め

ている。他の業種については、サンプル数が少ないため、下図は参考とされたい。 

 

 

  

全体 (N = 89)

建設業 (N = 5)

製造業 (N = 0)

情報通信業 (N = 1)

卸売業、小売業 (N = 1)

サービス業 (N = 77)

その他 (N = 5)

68.5%

60.0%

0.0%

100.0%

0.0%

68.8%

80.0%

31.5%

40.0%

0.0%

0.0%

100.0%

31.2%

20.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増額変更された 増額変更されなかった

全体 (N = 27)

建設業 (N = 2)

製造業 (N = 0)

情報通信業 (N = 0)

卸売業、小売業 (N = 1)

サービス業 (N = 23)

その他 (N = 1)

70.4%

50.0%

0.0%

0.0%

0.0%

73.9%

100.0%

29.6%

50.0%

0.0%

0.0%

100.0%

26.1%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合理的な理由について説明があったと受け止めている 合理的な理由について説明があったと受け止めていない
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問7. 調査対象の契約について、国等に対し、契約金額の変更の協議を申し出ない理由につい

てお答えください。 

 

「既契約の内容で支払可能である」が最も高くなっており、６割を閉めている。また、業種別に見

ると、すべての業種において「既契約の内容で支払可能である」が最も高くなっており、5～7 割台と

なっている。「協議をするかどうかを含め、現在検討中である」では「建設業」が 2 割半ばと他の業種

に比べて高くなっている。 

なお、「その他」の理由としては、「本契約以外の全体で賃上げ分を吸収できる」、「契約金額の差額

よりも協議に要する費用の方が明らかに大きい」といった意見があった。 

 

 

  

全体 (N = 575)

建設業 (N = 39)

製造業 (N = 34)

情報通信業 (N = 9)

卸売業、小売業 (N = 44)

サービス業 (N = 395)

その他 (N = 54)

58.4%

56.4%

55.9%

77.8%

59.1%

57.7%

63.0%

15.3%

10.3%

20.6%

11.1%

20.5%

14.9%

14.8%

11.0%

25.6%

2.9%

0.0%

6.8%

10.4%

14.8%

15.3%

7.7%

20.6%

11.1%

13.6%

17.0%

7.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既契約の内容で支払可能である 申し出ても困難であると考えている 協議をするかどうかを含め、現在検討中である その他
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１－２．都道府県の官公需契約の受注者に対するアンケート調査 

 

問1. 調査対象の契約について、令和３年１０月の最低賃金額の引き上げの決定を受けて、発

注者である都道府県から契約金額の見直しが必要かどうかについての確認がありました

か。 

 

「確認があった」が５割半ばを占めている。また、業種別に見ると、ほとんどの業種において「確

認があった」が高くなっているが、「製造業」では「確認がなかった」が高くなっている。 

 

 

 

 

 

問2. 調査対象の契約について、都道府県との契約において従事する従業員等の中に、最低賃

金又は最低賃金に近い金額で雇用している従業員等はいますか。 

 

「いない」が９割以上を占めている。また、業種別に見ると、すべての業種において「いない」が

高く、8～9 割台となっている。「いる」では「サービス業」が他の業種に比べて高くなっている。 

 

 

  

全体 (N = 2,588)

建設業 (N = 800)

製造業 (N = 96)

情報通信業 (N = 110)

卸売業、小売業 (N = 160)

サービス業 (N = 1,135)

その他 (N = 284)

56.1%

54.0%

43.8%

50.0%

51.3%

59.0%

58.8%

43.9%

46.0%

56.3%

50.0%

48.8%

41.0%

41.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

確認があった 確認がなかった

全体 (N = 2,590)

建設業 (N = 800)

製造業 (N = 97)

情報通信業 (N = 110)

卸売業、小売業 (N = 160)

サービス業 (N = 1,137)

その他 (N = 283)

9.0%

2.0%

8.2%

4.5%

5.0%

15.3%

7.4%

91.0%

98.0%

91.8%

95.5%

95.0%

84.7%

92.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

いる いない
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問3. 調査対象の契約について、都道府県に対し、契約金額の見直しの申し入れを行いました

か。 

 

「申し入れは行っていない」が９割を占めている。また、業種別に見ると、すべての業種において

「申し入れは行っていない」が７～９割台となっている。「申し入れを行った」では「製造業」が２割

半ばと他の業種に比べて高くになっている。 

 

 

 

 

 

問4. 調査対象の契約について、貴社からの契約金額の見直しの申し入れに対し、都道府県は

協議に応じてくれましたか。 

 

「協議に応じてくれた」が７割半ばを占めている。また、業種別でも「サービス業」では、「協議に

応じてくれた」が高く、7 割半ばを占めている。他の業種については、サンプル数が少ないため、下

図は参考とされたい。 

 

 

  

全体 (N = 232)

建設業 (N = 16)

製造業 (N = 8)

情報通信業 (N = 5)

卸売業、小売業 (N = 8)

サービス業 (N = 174)

その他 (N = 21)

11.2%

6.3%

25.0%

0.0%

0.0%

10.9%

19.0%

88.8%

93.8%

75.0%

100.0%

100.0%

89.1%

81.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

申し入れを行った 申し入れは行っていない

全体 (N = 26)

建設業 (N = 1)

製造業 (N = 2)

情報通信業 (N = 0)

卸売業、小売業 (N = 0)

サービス業 (N = 19)

その他 (N = 4)

76.9%

100.0%

100.0%

0.0%

0.0%

73.7%

75.0%

23.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

26.3%

25.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

協議に応じてくれた 協議に応じてくれなかった
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問5. 調査対象の契約について、価格見直しの協議の結果、契約金額は増額変更されました

か。 

 

「増額変更された」が６割以上を占めている。また、業種別に見ると、「サービス業」では「増額変

更された」と「増額変更されなかった」はほぼ半数であった。他の業種については、サンプル数が少

ないため、下図は参考とされたい。 

 

 

 

 

 

問6. 調査対象の契約について、契約金額を増額変更されなかったことに対し、都道府県から

合理的な理由について説明があったと受け止めましたか。 

 

「合理的な理由について説明があったと受け止めている」が８割半ばを占めている。 

 

 

  

全体 (N = 18)

建設業 (N = 1)

製造業 (N = 2)

情報通信業 (N = 0)

卸売業、小売業 (N = 0)

サービス業 (N = 13)

その他 (N = 2)

61.1%

100.0%

100.0%

0.0%

0.0%

46.2%

100.0%

38.9%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

53.8%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増額変更された 増額変更されなかった

全体 (N = 7)

建設業 (N = 0)

製造業 (N = 0)

情報通信業 (N = 0)

卸売業、小売業 (N = 0)

サービス業 (N = 7)

その他 (N = 0)

85.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

85.7%

0.0%

14.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

14.3%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合理的な理由について説明があったと受け止めている 合理的な理由について説明があったと受け止めていない
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問7. 調査対象の契約について、都道府県に対し、契約金額の変更の協議を申し出ない理由に

ついてお答えください。 

 

「既契約の内容で支払可能である」が５割以上を占めている。また、業種別に見ると、ほとんどの

業種において「既契約の内容で支払可能である」が最も高くなっており、5～7 割台となっている。 

なお、「その他」の理由としては、「計算等資料作成が莫大なため困難であると考え申請していない」、

「影響金額が少ないため」、「自助努力でなんとかしたい」、「次期入札において値上げを考えている」

といった意見があった。 

 

 

 

  

全体 (N = 206)

建設業 (N = 15)

製造業 (N = 6)

情報通信業 (N = 5)

卸売業、小売業 (N = 8)

サービス業 (N = 155)

その他 (N = 17)

52.4%

60.0%

66.7%

0.0%

75.0%

51.0%

58.8%

22.8%

26.7%

33.3%

80.0%

25.0%

20.6%

17.6%

8.7%

6.7%

0.0%

20.0%

0.0%

9.7%

5.9%

16.0%

6.7%

0.0%

0.0%

0.0%

18.7%

17.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既契約の内容で支払可能である 申し出ても困難であると考えている 協議をするかどうかを含め、現在検討中である その他
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１－３．官公需契約の受注者に対するヒアリング調査結果 

 

条件① 発注者から契約金額の見直しが必要かの確認があり、契約金額見直しの申入れを行ったが、

発注者が協議に応じなかったと回答した受注者。 

 

（１）最低賃金額の改定に伴う契約変更の申し出について国等からどの様な形で確認があったか 

✓ メールにて契約変更の申し出の確認があった。 

✓ 電話連絡による口頭確認。 

 

（２）国等へ申入れを行った際の具体的な申入れの内容、やり取り 

✓ メールにて契約内容の変更を申し出た後、必要書類を送付したが不備があったとのことで受領

してもらえず、再提出の要請があった。しかし充分な時間が取れず、再提出は行わなかった。 

✓ アンケートによる記載・返信のみ。 

 

（３）国等から協議に応じない旨の連絡の有無、応じない理由 

✓ 提出資料の複雑さや作成時間が無かったことから必要資料の提出を行わなかったため、国等か

ら連絡・説明が無かった。 

✓ 当初から最低賃金額以上で契約していることから最低賃金額の改定に伴う契約変更には該当

しないと返答があった。 

 

（４）国等から理由の開示がない場合、応じてもらえなかった理由について、考えられるもの 

✓ 手続きに時間がかかり書類作成に至らなかったために協議の場にすら着けなかった。 

 

（５）協議に応じてもらえなかったことによる経営への影響 

✓ 協議に応じてもらえなかったことが理由ではないが、当案件では単月赤字となっており業績に

影響を及ぼしている。 

✓ 最低賃金額の上昇に伴う契約変更が実施されなかったため、従業員の給与引き上げに繋がって

いない。加えて、従業員 1 名の賃金が据え置きされたことを理由に離職し、欠員補充を目的と

した採用活動費が必要となり、想定外の支出が発生している。 

 

 

条件② 発注者から契約金額の見直しが必要かの確認があり契約金額見直しの申入れを行ったとこ

ろ協議が行われ、結果として契約金額が増額変更となったと回答した受注者。 

（１）最低賃金額の改定に伴う契約変更の申し出について国等（または都道府県）からどの様な形

で確認があったか 

✓ 人件費に対して当該契約金額が見合ったものか書面にて確認があった。 

✓ 最低賃金アップ直後に契約変更について電話連絡があった。 

✓ メールでの確認。 

✓ 最低賃金改定の話を聞いた気がするが、覚えていない。 
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（２）国等（または都道府県）へ申入れを行った際の具体的な申入れの内容、やり取り 

✓ 変更契約締結の依頼があり、試算表を提出し、承諾を得る。 

✓ 確認書面に回答して増額に至った。なお、その内容については人件費に対して当該契約金額が

見合ったものか確認するもので、当該法人の従業員の賃金を上げるために必要な計算書類等を

添付したうえで今般契約増額に至った。 

✓ 最低賃金額改定に伴う契約金額の修正が必要となる資料の提出を求められた。必要書類を提出

後、検討・承認され、契約金額の修正などを行った。 

✓ 入札時の積算内訳と最賃改定後の積算内訳の提示。 

✓ 最低賃金改定の資料を作成し、直接担当者に持参して申し入れた。 

 

（３）契約変更に向けた協議に対してどの様な準備を行ったか 

✓ 試験監督員の賃金を確認し、最低賃金と照会した。 

✓ 送付された書類に回答するため、従業員の賃金を上げるために必要な計算書類等の準備をして

提出した。 

✓ 人件費など契約金額修正の書類を作成。 

✓ 現状の賃金支払い状況の確認。 

✓ 特に行っておらず、申し出たのみ。持参した資料は、最低賃金改定の記事（新聞や雑誌等）。 

 

（４－１）満足する増額幅で契約変更ができた要因 ※契約変更による増加幅に満足している 

✓ 試算表通りの契約が出来たため。 

✓ 書面でのやりとりであったため、希望する金額の協議が容易にできた。また、人件費等の計算

書類の提示を求められ、それに基づいた金額決定のため納得して満足できた。 

✓ 当社の状況も理解頂いたため、増額幅に関しては満足している。 

✓ 申し出た後、トラブルも無く迅速に対応してくれたため。 

 

（４－２）増額幅に満足していない理由 ※契約変更による増加幅に満足していない 

✓ 国の試算額では、時給の差額×作業の実働時間のみで算出しているため、社会保険・雇用保険・

労働保険や会社経費等が考慮されていない。 

 

 

条件③ 発注者から契約金額の見直しが必要かの確認があり、契約金額見直しの申入れを行ったとこ

ろ協議は行われ、結果として契約金額は増額変更とはならなかったが、発注者から合理的な

理由の説明があったと回答した受注者。 

 

（１）最低賃金額の改定に伴う契約変更の申し出について国等（または都道府県）からどの様な形

で確認があったか 

✓ 発注者から連絡が来る前に、こちら側から交渉の約束を取った。その交渉の中で、確認の必要

がある事を承知している旨の発言が担当者からあった。 

✓ 電話及びメールで確認があった。 

✓ 書面にて事前対応についての案内が来た。 

✓ あらかじめ委託料調査があり、委託料に見合った人件費の計上と経費計上がなされているかどう

かについては、調査時に内訳のヒアリングがあり、場合によっては協議できることを伺っている。 
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（２）国等（または都道府県）へ申入れを行った際の具体的な申入れの内容、やり取り 

✓ 令和 3 年度国等の契約の基本方針を引用し、現場で働く清掃員を現に最低賃金で雇用している

旨を伝え、交渉した。 

✓ 一連の作業にはスタッフも当法人の利用者（作業者）も慣れてきており、時間短縮も可能とな

ってきた。引き続き受託していきたいと考えているが、増額変更となった場合に、今後当事業

を受託できなくなるのは避けたいと考えた。このため、当法人から増額を要請したことはなか

った。 

✓ 厳密には書面にて通知が来た為、増額を申請するにあたり、必要書類等の確認を実施したのみ

であり、具体的な申入れは行っていない。 

✓ 特になし。次年度予算のために委託料調査に応じ、人件費の増額を加味しているため、想定外

の経費増額にならない限り、申入れは行っていない。 

 

（３）国等（または都道府県）から説明された増額変更を行わない合理的な理由 

✓ 予算が厳しく、増額変更には応じられない、との回答であった。競争入札の原理から、金額を

変更することは「再度入札を行う」ことに繋がり、建物維持管理において不都合が生じること

を懸念していた。 

✓ 作業者は一定の障害のある方であり、決定された最低賃金で仕事に従事することは通常なく、

当初の契約金額でも収益を確保できると判断したため、当法人から増額を要請したことはない。

これについて発注元とは円滑・円満な話し合いがなされ、増額しないことで話がまとまった。 

✓ 増額の申請に対する必要書類等を確認した段階で、用意に相応の時間を要するものが多く、対

応した場合、通常業務に差し支えるとの代表の判断もあり、賃上げ分は必要経費と捉えるに至

った。 

 

（４）国等（または都道府県）との協議において、貴社が懸念したことや意見しにくい場面について 

✓ 国等の契約の基本方針は毎年発出されるが、交渉するにも説得力に欠ける印象がある。予算あ

りきでは、発注者側と受注者側が対等な立場で交渉出来ず、受注者の負担増大。競争入札にお

いて、適正な契約金額の確保が難しい。 

✓ 特になし。これまで、国等からこのような形で事前に増額変更に応じる姿勢を示してくれる事

や、協議の場を用意してくれる事も少なかった為、今回の対応には一定の評価が出来ると見て

いる。 

 

（５）増額変更とならなかったことによる経営への影響 

✓ 支払い賃金上昇は管理費の圧縮に繋がり、経営努力の範疇を超えてきている事実がある。雇用

調整助成金においても、申請の基準が定められており、申請が通らなかった。結果的に営業利

益が減少となる予想である。 

✓ 特になし。引き続き当事業を受託したいと考えている。 

✓ 収益の低下を招いたが、必要経費と見ている為、許容範囲である。 
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２－１．価格交渉促進月間に関するフォローアップ調査（アンケート結果） 

 

問1. 貴社が取引している発注側企業のうち、代表的な３社を記載してください。 

※以下、問 2～4（アルファベットの質問を含む）は３社それぞれについて回答してく

ださい。 

 

回答があった発注側企業の産業分類は、下表のとおり。 

以降、問 2～4（アルファベットの質問を含む）はこの産業分類にてクロス集計を行っている。 

 

 

  

（上段：件数、下段：％）

全
 

体

自
動
車

素
形
材

機
械
製

造
業

航
空
宇

宙
工
業

繊
維

紙
・
紙

加
工
業

電
気
・

情
報
通
信

機
器

情
報
サ
ー

ビ
ス
・

ソ
フ
ト

ウ

ェ
ア

流
通
業

・
小
売
業

建
材
・

住
宅
設
備

6,167 285 195 592 13 109 153 1,007 279 684 206

4 .6 3 .2 9 .6 0 .2 1 .8 2 .5 16 .3 4 .5 11 .1 3 .3

金
属
産

業

化
学
産

業

警
備
業

放
送
コ

ン
テ
ン
ツ

業 ト
ラ

ッ
ク
運
送
業

食
品
製

造
業

印
刷
業

広
告
業

建
設
業

337 538 15 85 306 261 92 42 968

5 .5 8 .7 0 .2 1 .4 5 .0 4 .2 1 .5 0 .7 15 .7
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問2. 貴社が提供している製品（又はサービス）の頂点企業は、どの企業ですか。 

（※製造業の場合、完成品メーカー） 

 

ほとんどの業種において「発注側企業」が最も高くなっている。「広告業」および「警備業」では、

「その他の企業」が他の業種に比べて高くなっている。 

 

 

  

全体 (N = 6,079)

自動車 (N = 284)

素形材 (N = 195)

機械製造業 (N = 586)

航空宇宙工業 (N = 13)

繊維 (N = 105)

紙・紙加工業 (N = 150)

電気・情報通信機器 (N = 993)

情報サービス・ソフトウェア (N = 276)

流通業・小売業 (N = 671)

建材・住宅設備 (N = 200)

金属産業 (N = 332)

化学産業 (N = 534)

警備業 (N = 15)

放送コンテンツ業 (N = 85)

トラック運送業 (N = 302)

食品製造業 (N = 258)

印刷業 (N = 90)

広告業 (N = 42)

建設業 (N = 948)

65.7%

64.8%

53.3%

67.1%

76.9%

66.7%

69.3%

62.9%

64.1%

68.4%

71.0%

65.7%

67.4%

53.3%

82.4%

58.9%

74.0%

61.1%

45.2%

66.1%

22.8%

31.0%

33.3%

21.5%

7.7%

24.8%

19.3%

25.7%

28.3%

20.7%

15.0%

17.5%

20.6%

46.7%

10.6%

30.5%

18.2%

28.9%

50.0%

18.6%

11.5%

4.2%

13.3%

11.4%

15.4%

8.6%

11.3%

11.4%

7.6%

10.9%

14.0%

16.9%

12.0%

0.0%

7.1%

10.6%

7.8%

10.0%

4.8%

15.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

発注側企業 その他の企業 不明
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問3. 貴社と発注側企業との通常の価格決定方法について、ご回答ください。 

 

すべての業種において「発注側企業と協議により決定（※協議はなくとも貴社の希望価格が採用さ

れている場合を含む）」が最も高くなっている。「自動車」および「航空宇宙工業」では、「複数社によ

る相見積もりにより決定」が 3 割以上と他の業種に比べて高くなっている。 

 

 

  

全体 (N = 6,152)

自動車 (N = 284)

素形材 (N = 195)

機械製造業 (N = 591)

航空宇宙工業 (N = 13)

繊維 (N = 109)

紙・紙加工業 (N = 153)

電気・情報通信機器 (N = 1,007)

情報サービス・ソフトウェア (N = 278)

流通業・小売業 (N = 683)

建材・住宅設備 (N = 206)

金属産業 (N = 335)

化学産業 (N = 538)

警備業 (N = 15)

放送コンテンツ業 (N = 85)

トラック運送業 (N = 304)

食品製造業 (N = 259)

印刷業 (N = 92)

広告業 (N = 42)

建設業 (N = 963)

22.1%

37.7%

24.6%

26.7%

30.8%

7.3%

15.0%

25.6%

9.4%

14.8%

16.5%

25.4%

23.2%

13.3%

2.4%

11.5%

14.7%

25.0%

16.7%

28.6%

5.1%

4.2%

2.6%

3.7%

0.0%

6.4%

4.6%

4.4%

2.9%

3.5%

5.8%

3.0%

3.9%

13.3%

9.4%

14.1%

5.4%

6.5%

7.1%

6.6%

69.5%

55.3%

70.3%

67.9%

61.5%

83.5%

75.8%

67.1%

85.6%

77.5%

72.8%

66.0%

68.6%

66.7%

85.9%

71.7%

76.1%

65.2%

76.2%

61.8%

3.3%

2.8%

2.6%

1.7%

7.7%

2.8%

4.6%

2.9%

2.2%

4.2%

4.9%

5.7%

4.3%

6.7%

2.4%

2.6%

3.9%

3.3%

0.0%

3.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

複数社による相見積もりにより決定

発注側企業が一方的に決定

発注側企業と協議により決定（※協議はなくとも貴社の希望価格が採用されている場合を含む）

上記のいずれにも当てはまらない
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問4. 直近１年における貴社と発注側企業との価格交渉の協議について、ご回答ください。 

 

ほとんどの業種において「発注側企業に協議を申し込み、話し合いに応じてもらえた（協議の結果、

価格が変更されなかった場合も含む）」が最も高くなっている。一方、「航空宇宙工業」、「放送コンテ

ンツ業」および「トラック運送業」では「発注側企業に協議を申し込まなかった」が最も高くなって

いる。 

 

  

 全  体 (N = 6,415)

自動車 (N = 298)

素形材 (N = 203)

機械製造業 (N = 618)

航空宇宙工業 (N = 13)

繊維 (N = 115)

紙・紙加工業 (N = 159)

電気・情報通信機器 (N = 1,062)

情報サービス・ソフトウェア (N = 291)

流通業・小売業 (N = 706)

建材・住宅設備 (N = 211)

金属産業 (N = 348)

化学産業 (N = 560)

警備業 (N = 17)

放送コンテンツ業 (N = 86)

トラック運送業 (N = 310)

食品製造業 (N = 271)

印刷業 (N = 98)

広告業 (N = 43)

建設業 (N = 1,006)

57.8%

53.0%

53.7%

59.5%

46.2%

61.7%

54.1%

61.4%

58.4%

59.1%

58.3%

58.6%

55.4%

47.1%

43.0%

39.4%

64.2%

52.0%

48.8%

62.0%

4.1%

4.7%

3.9%

4.5%

0.0%

7.0%

3.8%

4.1%

3.8%

3.5%

4.7%

3.4%

3.4%

5.9%

1.2%

5.2%

3.3%

5.1%

0.0%

4.5%

33.7%

37.2%

37.9%

31.9%

53.8%

28.7%

34.6%

28.3%

34.7%

35.4%

33.2%

31.6%

36.3%

35.3%

52.3%

52.3%

31.0%

40.8%

46.5%

28.5%

4.3%

4.7%

4.4%

3.2%

0.0%

1.7%

7.5%

6.0%

3.1%

2.3%

3.8%

5.7%

4.5%

11.8%

3.5%

3.2%

1.8%

2.0%

4.7%

5.1%

0.2%

0.3%

0.0%

0.8%

0.0%

0.9%

0.0%

0.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.6%

0.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.4%

0.0%

0.0%

0.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

発注側企業に協議を申し込み、話し合いに応じてもらえた（協議の結果、価格が変更されなかった場合も含む）

発注側企業に協議の申し込みを行ったが、応じてもらえなかった

発注側企業に協議を申し込まなかった

発注側企業から協議を申し込まれた（協議に至らない一方的な通知は除く）

値下げ要請
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※問４で①、②と答えた方向け  

①発注側企業に協議を申し込み、話し合いに応じてもらえた 

（価格交渉の協議の結果、価格が変更されなかった場合も含む） 

②発注側企業に協議の申込みを行ったが、応じてもらえなかった 

 

＜価格交渉の実施について＞  

●Ａ． 直近１年間のコスト上昇分のうち、何割を価格に転嫁できたと考えますか。 

 

半数以上の業種において「10 割」が最も高くなっている。一方、「トラック運送業」では「１割～

３割程度」が他の業種に比べて高くなっている。 

 

 

  

全体 (N = 3,772)

自動車 (N = 164)

素形材 (N = 111)

機械製造業 (N = 376)

航空宇宙工業 (N = 6)

繊維 (N = 73)

紙・紙加工業 (N = 89)

電気・情報通信機器 (N = 653)

情報サービス・ソフトウェア (N = 172)

流通業・小売業 (N = 423)

建材・住宅設備 (N = 128)

金属産業 (N = 209)

化学産業 (N = 314)

警備業 (N = 9)

放送コンテンツ業 (N = 38)

トラック運送業 (N = 132)

食品製造業 (N = 176)

印刷業 (N = 53)

広告業 (N = 21)

建設業 (N = 625)

28.7%

22.0%

37.8%

29.8%

0.0%

31.5%

37.1%

28.9%

25.0%

23.6%

28.1%

35.4%

40.8%

22.2%

34.2%

18.9%

31.3%

20.8%

42.9%

24.0%

25.2%

28.0%

26.1%

23.7%

16.7%

21.9%

27.0%

23.7%

21.5%

27.0%

21.9%

34.0%

22.9%

11.1%

15.8%

15.2%

25.6%

20.8%

33.3%

28.8%

14.0%

12.8%

12.6%

14.6%

50.0%

19.2%

11.2%

14.2%

18.6%

16.1%

14.1%

9.1%

11.1%

11.1%

10.5%

10.6%

14.2%

22.6%

0.0%

14.4%

22.9%

22.6%

14.4%

23.7%

33.3%

21.9%

19.1%

24.5%

26.2%

25.1%

25.8%

15.3%

17.2%

33.3%

23.7%

34.1%

21.6%

24.5%

19.0%

23.0%

8.2%

14.0%

7.2%

7.2%

0.0%

5.5%

5.6%

7.7%

8.1%

7.6%

9.4%

6.2%

7.3%

22.2%

15.8%

15.9%

7.4%

9.4%

0.0%

8.2%

1.0%

0.6%

1.8%

1.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.9%

0.6%

0.7%

0.8%

0.0%

0.6%

0.0%

0.0%

5.3%

0.0%

1.9%

4.8%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

10割

７割～９割程度

４割～６割程度

１割～３割程度

０割（直近１年間で価格交渉の話し合いに応じてもらえなかった場合を含む）

マイナス（コストが上昇したにもかかわらず、逆に減額された場合）
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●Ｂ． Ａ．で②～⑥と回答した方に質問します。コスト上昇分のうち転嫁できなかった部分が

あることについて、発注側企業から理由の説明がありましたか。 

 

すべての業種において「十分納得できる説明があった」および「ある程度納得できる説明があった」

を合わせた『納得できる説明があった』が 7 割を超えている。 

 

 

  

全体 (N = 2,280)

自動車 (N = 106)

素形材 (N = 61)

機械製造業 (N = 215)

航空宇宙工業 (N = 6)

繊維 (N = 44)

紙・紙加工業 (N = 52)

電気・情報通信機器 (N = 395)

情報サービス・ソフトウェア (N = 110)

流通業・小売業 (N = 264)

建材・住宅設備 (N = 78)

金属産業 (N = 116)

化学産業 (N = 157)

警備業 (N = 3)

放送コンテンツ業 (N = 21)

トラック運送業 (N = 90)

食品製造業 (N = 109)

印刷業 (N = 33)

広告業 (N = 12)

建設業 (N = 408)

27.2%

18.9%

14.8%

21.4%

50.0%

22.7%

21.2%

24.1%

33.6%

30.3%

17.9%

35.3%

34.4%

0.0%

42.9%

21.1%

33.9%

36.4%

41.7%

29.2%

56.1%

60.4%

65.6%

58.6%

50.0%

50.0%

63.5%

58.2%

56.4%

55.3%

62.8%

51.7%

52.2%

100.0%

38.1%

50.0%

56.9%

42.4%

50.0%

54.9%

11.8%

15.1%

13.1%

13.5%

0.0%

15.9%

15.4%

10.9%

9.1%

9.8%

15.4%

9.5%

10.8%

0.0%

19.0%

17.8%

7.3%

15.2%

8.3%

11.5%

4.9%

5.7%

6.6%

6.5%

0.0%

11.4%

0.0%

6.8%

0.9%

4.5%

3.8%

3.4%

2.5%

0.0%

0.0%

11.1%

1.8%

6.1%

0.0%

4.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

十分納得できる説明があった ある程度納得できる説明があった

納得できないが説明はあった 説明はなかった
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●Ｃ． 発注側企業との価格交渉において、懸念したことは何ですか。 

 

ほとんどの業種において「取引を断られるリスクがある」が最も高くなっている。一方、「流通業・

小売業」および「繊維」では「特に懸念したことはない」が半数を上回って高くなっている。 

 

 

※複数回答形式のため合計値と全体数は一致しない 

 

  

（上段：件数、下段：％）

  全  体
特に懸念したこ
とはない

販売量（取引
量）が減少する
リスクがある

原価低減要請
がより厳しくな
るリスクがある

取引を断られ
るリスクがある

その他

3,754 1,315 550 676 1,849 65

35.0 14.7 18.0 49.3 1.7

164 54 35 34 75 6

32.9 21.3 20.7 45.7 3.7

110 41 18 15 57 2

37.3 16.4 13.6 51.8 1.8

369 131 59 64 173 7

35.5 16.0 17.3 46.9 1.9

6 2 2 1 1 -

33.3 33.3 16.7 16.7 -

73 39 8 12 27 1

53.4 11.0 16.4 37.0 1.4

89 36 15 15 42 3

40.4 16.9 16.9 47.2 3.4

655 204 112 117 343 11

31.1 17.1 17.9 52.4 1.7

174 36 14 32 114 4

20.7 8.0 18.4 65.5 2.3

415 235 40 94 140 5

56.6 9.6 22.7 33.7 1.2

126 42 20 25 58 1

33.3 15.9 19.8 46.0 0.8

211 69 29 34 117 1

32.7 13.7 16.1 55.5 0.5

312 103 35 47 171 7

33.0 11.2 15.1 54.8 2.2

9 4 1 1 3 -

44.4 11.1 11.1 33.3 -

36 8 3 4 25 -

22.2 8.3 11.1 69.4 -

136 31 14 31 72 3

22.8 10.3 22.8 52.9 2.2

175 78 26 30 72 1

44.6 14.9 17.1 41.1 0.6

52 16 7 4 27 4

30.8 13.5 7.7 51.9 7.7

21 6 2 4 13 -

28.6 9.5 19.0 61.9 -

621 180 110 112 319 9

29.0 17.7 18.0 51.4 1.4

警備業

  全  体

自動車

素形材

機械製造業

航空宇宙工業

繊維

紙・紙加工業

電気・情報通信機器

発
注
側
企
業
の
産
業
分
類

建設業

情報サービス・ソフトウェア

流通業・小売業

建材・住宅設備

金属産業

化学産業

放送コンテンツ業

トラック運送業

食品製造業

印刷業

広告業



 

26 

 

●Ｄ． 直近１年間でいつ価格交渉の協議を申込みましたか。 

 

ほとんどの業種において「9 月」が最も高くなっている。一方、「放送コンテンツ業」では「3 月」

が 6 割半ばと最も高くなっている。 

 

 

※複数回答形式のため合計値と全体数は一致しない 

 

  

（上段：件数、下段：％）

  全  体 １月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11月 12月

3,027 291 312 762 579 370 434 445 542 977 564 208 203

9.6 10.3 25.2 19.1 12.2 14.3 14.7 17.9 32.3 18.6 6.9 6.7

130 8 17 37 28 13 14 14 24 48 18 9 7

6.2 13.1 28.5 21.5 10.0 10.8 10.8 18.5 36.9 13.8 6.9 5.4

92 8 7 23 13 9 12 13 20 36 17 4 4

8.7 7.6 25.0 14.1 9.8 13.0 14.1 21.7 39.1 18.5 4.3 4.3

296 39 27 70 65 38 52 58 57 111 71 27 27

13.2 9.1 23.6 22.0 12.8 17.6 19.6 19.3 37.5 24.0 9.1 9.1

5 - - - 2 - - - - 2 2 - -

- - - 40.0 - - - - 40.0 40.0 - -

66 4 4 18 8 11 10 8 10 18 15 2 3

6.1 6.1 27.3 12.1 16.7 15.2 12.1 15.2 27.3 22.7 3.0 4.5

68 5 5 12 15 12 11 10 16 20 12 6 5

7.4 7.4 17.6 22.1 17.6 16.2 14.7 23.5 29.4 17.6 8.8 7.4

527 42 52 122 92 64 73 50 107 149 101 35 30

8.0 9.9 23.1 17.5 12.1 13.9 9.5 20.3 28.3 19.2 6.6 5.7

149 12 20 74 13 7 7 11 14 38 9 4 5

8.1 13.4 49.7 8.7 4.7 4 .7 7 .4 9 .4 25.5 6.0 2.7 3 .4

336 45 55 78 73 56 72 75 83 123 78 42 38

13.4 16.4 23.2 21.7 16.7 21.4 22.3 24.7 36.6 23.2 12.5 11.3

111 13 13 19 25 18 13 15 16 31 18 6 7

11.7 11.7 17.1 22.5 16.2 11.7 13.5 14.4 27.9 16.2 5.4 6.3

170 26 22 57 37 19 27 33 31 77 32 19 16

15.3 12.9 33.5 21.8 11.2 15.9 19.4 18.2 45.3 18.8 11.2 9.4

240 22 24 46 41 30 31 35 30 86 54 14 20

9.2 10.0 19.2 17.1 12.5 12.9 14.6 12.5 35.8 22.5 5.8 8.3

7 - - 4 1 2 - 1 1 3 2 - -

- - 57.1 14.3 28.6 - 14.3 14.3 42.9 28.6 - -

32 3 5 21 4 2 5 3 2 10 4 2 3

9.4 15.6 65.6 12.5 6.3 15.6 9.4 6.3 31.3 12.5 6.3 9.4

114 11 4 31 16 8 12 10 10 30 9 5 4

9.6 3.5 27.2 14.0 7.0 10.5 8.8 8.8 26.3 7.9 4.4 3 .5

142 10 7 31 21 8 13 22 23 31 35 5 6

7.0 4.9 21.8 14.8 5.6 9.2 15.5 16.2 21.8 24.6 3.5 4.2

36 1 2 6 3 2 2 4 6 11 4 - -

2.8 5.6 16.7 8.3 5.6 5 .6 11.1 16.7 30.6 11.1 - -

13 3 3 5 4 5 3 6 3 5 4 2 3

23.1 23.1 38.5 30.8 38.5 23.1 46.2 23.1 38.5 30.8 15.4 23.1

493 39 45 108 118 66 77 77 89 148 79 26 25

7.9 9.1 21.9 23.9 13.4 15.6 15.6 18.1 30.0 16.0 5.3 5.1

警備業

  全  体

自動車

素形材

機械製造業

航空宇宙工業

繊維

紙・紙加工業

電気・情報通信機器

発
注
側
企
業
の
産
業
分
類

建設業

情報サービス・ソフトウェア

流通業・小売業

建材・住宅設備

金属産業

化学産業

放送コンテンツ業

トラック運送業

食品製造業

印刷業

広告業
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●Ｅ． それは定期的な価格交渉として行ったものですか。 

 

ほとんどの業種において「いいえ」が最も高くなっている。一方、「放送コンテンツ業」および「情

報サービス・ソフトウェア」では「はい」が「いいえ」を上回っている。 

 

 

  

全体 (N = 3,776)

自動車 (N = 163)

素形材 (N = 113)

機械製造業 (N = 366)

航空宇宙工業 (N = 7)

繊維 (N = 69)

紙・紙加工業 (N = 85)

電気・情報通信機器 (N = 645)

情報サービス・ソフトウェア (N = 185)

流通業・小売業 (N = 432)

建材・住宅設備 (N = 129)

金属産業 (N = 215)

化学産業 (N = 295)

警備業 (N = 10)

放送コンテンツ業 (N = 39)

トラック運送業 (N = 135)

食品製造業 (N = 173)

印刷業 (N = 47)

広告業 (N = 20)

建設業 (N = 648)

39.1%

39.9%

34.5%

29.2%

42.9%

43.5%

32.9%

36.7%

53.0%

49.3%

36.4%

47.9%

36.6%

40.0%

69.2%

34.1%

34.1%

34.0%

35.0%

37.0%

60.9%

60.1%

65.5%

70.8%

57.1%

56.5%

67.1%

63.3%

47.0%

50.7%

63.6%

52.1%

63.4%

60.0%

30.8%

65.9%

65.9%

66.0%

65.0%

63.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

はい いいえ
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●Ｆ． Ｅ．で②と回答した方に質問します。この時期に価格交渉を行った理由は何ですか。 

 

ほとんどの業種において「原材料費の上昇」が最も高くなっている。一方、「情報サービス・ソフト

ウェア」および「トラック運送業」では「人件費（最低賃金関係を除く）の上昇」が最も高くなって

いる。 

 

 

※複数回答形式のため合計値と全体数は一致しない 

 

  

（上段：件数、下段：％）

  全  体
人件費（最低
賃金関係を
除く）の上昇

最低賃金の
上昇

原材料費の
上昇

エネルギー
価格の上昇

直近１年間で
コストは上昇
していない
が、元々の価
格に不満が
あるから

発注側企業
からの減額
要請

９月が価格
交渉促進月
間であるから

その他

2,173 642 213 1,364 384 250 151 9 377

29.5 9.8 62.8 17.7 11.5 6.9 0.4 17.3

92 20 6 58 11 12 8 - 16

21.7 6.5 63.0 12.0 13.0 8.7 - 17.4

74 14 2 54 9 9 6 - 11

18.9 2.7 73.0 12.2 12.2 8.1 - 14.9

250 59 19 179 39 24 20 - 35

23.6 7.6 71.6 15.6 9.6 8.0 - 14.0

3 - - 2 1 1 - - 1

- - 66.7 33.3 33.3 - - 33.3

37 8 6 25 11 9 1 1 3

21.6 16.2 67.6 29.7 24.3 2.7 2.7 8 .1

55 11 3 40 12 7 4 - 9

20.0 5.5 72.7 21.8 12.7 7.3 - 16.4

379 117 37 235 49 42 27 1 73

30.9 9.8 62.0 12.9 11.1 7.1 0.3 19.3

83 44 9 19 7 4 3 - 31

53.0 10.8 22.9 8.4 4.8 3 .6 - 37.3

205 47 23 148 30 23 12 1 31

22.9 11.2 72.2 14.6 11.2 5.9 0.5 15.1

79 25 6 54 17 9 2 - 13

31.6 7.6 68.4 21.5 11.4 2.5 - 16.5

100 24 9 74 19 14 7 1 16

24.0 9.0 74.0 19.0 14.0 7.0 1.0 16.0

180 45 16 123 45 14 10 3 30

25.0 8.9 68.3 25.0 7.8 5.6 1 .7 16.7

6 3 1 4 - 1 - - -

50.0 16.7 66.7 - 16.7 - - -

12 4 3 5 2 - - - 6

33.3 25.0 41.7 16.7 - - - 50.0

85 33 18 29 32 20 4 1 10

38.8 21.2 34.1 37.6 23.5 4.7 1.2 11.8

107 32 20 73 26 10 4 1 17

29.9 18.7 68.2 24.3 9.3 3.7 0 .9 15.9

29 5 1 12 5 4 4 - 11

17.2 3.4 41.4 17.2 13.8 13.8 - 37.9

13 3 - 3 - 2 2 - 5

23.1 - 23.1 - 15.4 15.4 - 38.5

384 148 34 227 69 45 37 - 59

38.5 8.9 59.1 18.0 11.7 9.6 - 15.4

警備業

  全  体

自動車

素形材

機械製造業

航空宇宙工業

繊維

紙・紙加工業

電気・情報通信機器

発
注
側
企
業
の
産
業
分
類

建設業

情報サービス・ソフトウェア

流通業・小売業

建材・住宅設備

金属産業

化学産業

放送コンテンツ業

トラック運送業

食品製造業

印刷業

広告業
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※問４で③と答えた方向け 

③発注側企業に協議を申し込まなかった 

 

＜価格交渉の実施について＞  

●Ａ． 発注側企業との現在の価格について納得していますか。 

 

回答数が 10 以上のすべての業種において「納得している」が高く、8 割以上を占めている。 

 

 

  

全体 (N = 2,153)

自動車 (N = 111)

素形材 (N = 77)

機械製造業 (N = 197)

航空宇宙工業 (N = 7)

繊維 (N = 33)

紙・紙加工業 (N = 55)

電気・情報通信機器 (N = 301)

情報サービス・ソフトウェア (N = 101)

流通業・小売業 (N = 248)

建材・住宅設備 (N = 70)

金属産業 (N = 110)

化学産業 (N = 203)

警備業 (N = 6)

放送コンテンツ業 (N = 45)

トラック運送業 (N = 162)

食品製造業 (N = 82)

印刷業 (N = 40)

広告業 (N = 20)

建設業 (N = 285)

86.6%

82.0%

81.8%

83.2%

85.7%

87.9%

81.8%

89.4%

95.0%

85.1%

90.0%

90.0%

90.1%

66.7%

91.1%

81.5%

86.6%

80.0%

100.0%

86.0%

13.4%

18.0%

18.2%

16.8%

14.3%

12.1%

18.2%

10.6%

5.0%

14.9%

10.0%

10.0%

9.9%

33.3%

8.9%

18.5%

13.4%

20.0%

0.0%

14.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

納得している 納得していない
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●Ｂ． Ａ．で①と回答した方にお聞きします。現在の価格に納得している理由は何ですか。 

 

ほとんどの業種において「利益が十分に出ている」が最も高くなっている。一方、「紙・紙加工業」

では「コストが上昇していない」が最も高くなっている。 

 

 

※複数回答形式のため合計値と全体数は一致しない 

 

  

（上段：件数、下段：％）

  全  体
コストが上昇
していない

利益が十分
に出ている

その他

1,851 528 912 497

28.5 49.3 26.9

90 27 41 30

30.0 45.6 33.3

63 18 38 12

28.6 60.3 19.0

162 46 80 41

28.4 49.4 25.3

6 2 2 2

33.3 33.3 33.3

29 10 14 8

34.5 48.3 27.6

43 17 15 13

39.5 34.9 30.2

267 84 136 57

31.5 50.9 21.3

94 37 47 18

39.4 50.0 19.1

211 57 97 60

27.0 46.0 28.4

63 20 26 22

31.7 41.3 34.9

99 25 51 27

25.3 51.5 27.3

183 48 89 57

26.2 48.6 31.1

4 - 4 -

- 100.0 -

41 17 22 10

41.5 53.7 24.4

131 31 61 43

23.7 46.6 32.8

71 12 36 23

16.9 50.7 32.4

32 11 13 8

34.4 40.6 25.0

17 7 11 3

41.2 64.7 17.6

245 59 129 63

24.1 52.7 25.7

警備業

  全  体

自動車

素形材

機械製造業

航空宇宙工業

繊維

紙・紙加工業

電気・情報通信機器

発
注
側
企
業
の
産
業
分
類

建設業

情報サービス・ソフトウェア

流通業・小売業

建材・住宅設備

金属産業

化学産業

放送コンテンツ業

トラック運送業

食品製造業

印刷業

広告業
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●Ｃ． Ａ．で②と回答した方にお聞きします。発注側企業に協議を申し込まなかった理由は何

ですか。 

 

ほとんどの業種において、「販売量（取引量）が減少するリスクがある」または「取引を断られるリ

スクがある」が高くなっている。また、「素形材」では「販売量（取引量）が減少するリスクがある」

が他の業種に比べて高くなっている。 

 

 

※複数回答形式のため合計値と全体数は一致しない 

  

（上段：件数、下段：％）

  全  体
販売量（取引
量）が減少す
るリスクがある

原価低減要
請がより厳し
くなるリスクが
ある

取引を断ら
れるリスクが
ある

その他

283 139 49 139 68

49.1 17.3 49.1 24.0

20 6 5 9 6

30.0 25.0 45.0 30.0

13 11 2 5 2

84.6 15.4 38.5 15.4

33 17 6 14 8

51.5 18.2 42.4 24.2

1 - - 1 -

- - 100.0 -

4 2 1 1 1

50.0 25.0 25.0 25.0

10 3 3 1 4

30.0 30.0 10.0 40.0

32 15 7 16 8

46.9 21.9 50.0 25.0

5 2 - 4 1

40.0 - 80.0 20.0

36 22 7 22 3

61.1 19.4 61.1 8 .3

7 2 1 3 2

28.6 14.3 42.9 28.6

11 6 1 5 3

54.5 9 .1 45.5 27.3

20 10 4 10 4

50.0 20.0 50.0 20.0

2 2 1 2 -

100.0 50.0 100.0 -

4 1 - 2 2

25.0 - 50.0 50.0

29 15 4 16 6

51.7 13.8 55.2 20.7

10 3 - 3 7

30.0 - 30.0 70.0

8 5 2 5 1

62.5 25.0 62.5 12.5

- - - - -

- - - -

38 17 5 20 10

44.7 13.2 52.6 26.3

警備業

  全  体

自動車

素形材

機械製造業

航空宇宙工業

繊維

紙・紙加工業

電気・情報通信機器

発
注
側
企
業
の
産
業
分
類

建設業

情報サービス・ソフトウェア

流通業・小売業

建材・住宅設備

金属産業

化学産業

放送コンテンツ業

トラック運送業

食品製造業

印刷業

広告業
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●Ｄ． Ａ．で②とお答えした方にお聞きします。現在の価格に納得していない理由は何ですか。 

 

回答数が 10 以上の半数以上の業種において「人件費（最低賃金関係を除く）の上昇」が最も高く

なっている。一方、「機械製造業」、「金属産業」および「流通業・小売業」では「原材料費の上昇」、

「トラック運送業」では「エネルギー価格の上昇」が最も高くなっている。 

 

 

※複数回答形式のため合計値と全体数は一致しない 

  

（上段：件数、下段：％）

  全  体
人件費（最低
賃金関係を
除く）の上昇

最低賃金の
上昇

原材料費の
上昇

エネルギー
価格の上昇

直近１年間で
コストは上昇
していない
が、元々の価
格に不満が
ある

その他

281 166 63 148 107 108 27

59.1 22.4 52.7 38.1 38.4 9.6

18 11 6 6 7 7 1

61.1 33.3 33.3 38.9 38.9 5.6

14 9 2 5 5 9 3

64.3 14.3 35.7 35.7 64.3 21.4

33 21 4 24 9 11 3

63.6 12.1 72.7 27.3 33.3 9.1

1 1 - 1 - 1 -

100.0 - 100.0 - 100.0 -

4 4 1 3 3 - -

100.0 25.0 75.0 75.0 - -

10 7 1 6 2 3 -

70.0 10.0 60.0 20.0 30.0 -

31 20 5 18 9 15 4

64.5 16.1 58.1 29.0 48.4 12.9

5 5 - - - 1 -

100.0 - - - 20.0 -

36 21 12 25 18 10 2

58.3 33.3 69.4 50.0 27.8 5.6

7 4 - 2 1 3 -

57.1 - 28.6 14.3 42.9 -

11 5 1 8 3 4 1

45.5 9.1 72.7 27.3 36.4 9.1

19 13 6 12 11 6 -

68.4 31.6 63.2 57.9 31.6 -

2 2 2 1 1 1 1

100.0 100.0 50.0 50.0 50.0 50.0

4 2 - - - 1 1

50.0 - - - 25.0 25.0

30 15 8 10 19 11 1

50.0 26.7 33.3 63.3 36.7 3.3

9 1 2 5 2 3 3

11.1 22.2 55.6 22.2 33.3 33.3

8 2 5 5 2 5 -

25.0 62.5 62.5 25.0 62.5 -

- - - - - - -

- - - - - -

39 23 8 17 15 17 7

59.0 20.5 43.6 38.5 43.6 17.9

警備業

  全  体

自動車

素形材

機械製造業

航空宇宙工業

繊維

紙・紙加工業

電気・情報通信機器

発
注
側
企
業
の
産
業
分
類

建設業

情報サービス・ソフトウェア

流通業・小売業

建材・住宅設備

金属産業

化学産業

放送コンテンツ業

トラック運送業

食品製造業

印刷業

広告業
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※問４で④と答えた方向け 

④発注側企業から協議を申し込まれた 

 

＜価格交渉の実施について＞ 

●Ａ． 直近１年間のコスト上昇分のうち、何割を価格に転嫁できたと考えますか。 

    最も当てはまるものを１つご回答ください。 

 

回答数が 10 以上の半数以上の業種において「３割～１割程度」が最も高くなっている。「トラック

運送業」では「０割」が他の業種に比べて高くなっている。 

 

  

全体 (N = 289)

自動車 (N = 15)

素形材 (N = 9)

機械製造業 (N = 25)

航空宇宙工業 (N = 0)

繊維 (N = 3)

紙・紙加工業 (N = 12)

電気・情報通信機器 (N = 65)

情報サービス・ソフトウェア (N = 9)

流通業・小売業 (N = 16)

建材・住宅設備 (N = 8)

金属産業 (N = 22)

化学産業 (N = 28)

警備業 (N = 2)

放送コンテンツ業 (N = 3)

トラック運送業 (N = 10)

食品製造業 (N = 6)

印刷業 (N = 2)

広告業 (N = 2)

建設業 (N = 52)

19.0%

26.7%

11.1%

12.0%

0.0%

33.3%

8.3%

27.7%

0.0%

18.8%

25.0%

22.7%

21.4%

0.0%

33.3%

30.0%

16.7%

0.0%

0.0%

11.5%

18.7%

6.7%

11.1%

24.0%

0.0%

0.0%

8.3%

20.0%

33.3%

12.5%

0.0%

36.4%

14.3%

50.0%

33.3%

0.0%

33.3%

0.0%

0.0%

21.2%

15.6%

6.7%

44.4%

8.0%

0.0%

0.0%

33.3%

21.5%

11.1%

12.5%

12.5%

9.1%

7.1%

0.0%

0.0%

10.0%

33.3%

50.0%

0.0%

15.4%

27.3%

33.3%

22.2%

20.0%

0.0%

33.3%

25.0%

20.0%

44.4%

31.3%

37.5%

13.6%

25.0%

50.0%

0.0%

30.0%

0.0%

50.0%

100.0%

40.4%

14.2%

20.0%

11.1%

16.0%

0.0%

0.0%

25.0%

9.2%

11.1%

25.0%

25.0%

9.1%

21.4%

0.0%

33.3%

30.0%

0.0%

0.0%

0.0%

9.6%

5.2%

6.7%

0.0%

20.0%

33.3%

0.0%

1.5%

0.0%

0.0%

0.0%

9.1%

10.7%

0.0%

0.0%

0.0%

16.7%

0.0%

0.0%

1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

10割

９割～７割程度

６割～４割程度

３割～１割程度

０割

マイナス（コストが上昇したにもかかわらず、逆に減額された場合）
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●Ｂ． Ａ．で②～⑥と回答した方に質問します。コスト上昇分のうち転嫁できなかった部分が

あることについて、発注側企業から理由の説明がありましたか。 

 

回答数が 10 以上のすべての業種において、「ある程度納得できる説明があった」が最も高くなって

いる。一方、「金属産業」では「説明はなかった」も他の業種に比べて高くなっている。 

 

 

  

全体 (N = 202)

自動車 (N = 11)

素形材 (N = 8)

機械製造業 (N = 20)

航空宇宙工業 (N = 0)

繊維 (N = 2)

紙・紙加工業 (N = 8)

電気・情報通信機器 (N = 40)

情報サービス・ソフトウェア (N = 8)

流通業・小売業 (N = 10)

建材・住宅設備 (N = 6)

金属産業 (N = 15)

化学産業 (N = 19)

警備業 (N = 1)

放送コンテンツ業 (N = 2)

トラック運送業 (N = 7)

食品製造業 (N = 5)

印刷業 (N = 2)

広告業 (N = 2)

建設業 (N = 36)

17.3%

9.1%

0.0%

35.0%

0.0%

0.0%

12.5%

17.5%

25.0%

10.0%

0.0%

6.7%

21.1%

0.0%

50.0%

28.6%

60.0%

50.0%

0.0%

11.1%

59.9%

72.7%

62.5%

30.0%

0.0%

50.0%

75.0%

75.0%

50.0%

60.0%

66.7%

66.7%

52.6%

100.0%

0.0%

28.6%

20.0%

50.0%

100.0%

66.7%

16.3%

18.2%

12.5%

30.0%

0.0%

50.0%

0.0%

5.0%

25.0%

30.0%

16.7%

0.0%

21.1%

0.0%

50.0%

42.9%

20.0%

0.0%

0.0%

16.7%

6.4%

0.0%

25.0%

5.0%

0.0%

0.0%

12.5%

2.5%

0.0%

0.0%

16.7%

26.7%

5.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

十分納得できる説明があった ある程度納得できる説明があった

納得できないが説明はあった 説明はなかった
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●Ｃ． 発注側企業との価格交渉において、懸念したことは何ですか。 

 

回答数が 10 以上のほとんどの業種において、「取引を断られるリスクがある」が最も高くなってい

る。一方、「流通業・小売業」では「特に懸念したことはない」が最も高くなっている。 

 

 

※複数回答形式のため合計値と全体数は一致しない 

 

  

（上段：件数、下段：％）

  全  体
特に懸念した
ことはない

販売量（取引
量）が減少す
るリスクがある

原価低減要
請がより厳し
くなるリスクが
ある

取引を断ら
れるリスクが
ある

その他

296 92 64 62 135 7

31.1 21.6 20.9 45.6 2.4

15 6 4 4 7 -

40.0 26.7 26.7 46.7 -

9 2 3 2 5 -

22.2 33.3 22.2 55.6 -

28 10 8 2 15 1

35.7 28.6 7.1 53.6 3.6

- - - - - -

- - - - -

3 2 1 - - -

66.7 33.3 - - -

12 5 5 5 3 -

41.7 41.7 41.7 25.0 -

65 13 13 12 34 2

20.0 20.0 18.5 52.3 3.1

9 4 1 3 4 -

44.4 11.1 33.3 44.4 -

18 11 - 4 7 -

61.1 - 22.2 38.9 -

9 2 3 4 3 -

22.2 33.3 44.4 33.3 -

22 6 3 5 12 -

27.3 13.6 22.7 54.5 -

28 8 6 4 12 -

28.6 21.4 14.3 42.9 -

2 - 1 - - 1

- 50.0 - - 50.0

3 - 1 1 2 -

- 33.3 33.3 66.7 -

10 3 2 1 5 -

30.0 20.0 10.0 50.0 -

6 3 1 1 3 -

50.0 16.7 16.7 50.0 -

2 1 1 - - -

50.0 50.0 - - -

2 1 - 2 - -

50.0 - 100.0 - -

53 15 11 12 23 3

28.3 20.8 22.6 43.4 5.7

警備業

  全  体

自動車

素形材

機械製造業

航空宇宙工業

繊維

紙・紙加工業

電気・情報通信機器

発
注
側
企
業
の
産
業
分
類

建設業

情報サービス・ソフトウェア

流通業・小売業

建材・住宅設備

金属産業

化学産業

放送コンテンツ業

トラック運送業

食品製造業

印刷業

広告業
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●Ｄ． 直近１年間でいつ価格交渉の協議を行いましたか（※引き上げ、引き下げ双方含む）。 

 

ほとんどの業種において「9 月」が最も高くなっており、「3 月」および「4 月」においても他の月

に比べてやや高くなっている。 

 

 

※複数回答形式のため合計値と全体数は一致しない 

 

  

（上段：件数、下段：％）

  全  体 １月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11月 12月

232 15 24 59 48 27 22 30 32 76 42 7 14

6.5 10.3 25.4 20.7 11.6 9.5 12.9 13.8 32.8 18.1 3.0 6.0

15 1 3 5 3 1 1 3 3 5 1 1 2

6.7 20.0 33.3 20.0 6.7 6.7 20.0 20.0 33.3 6.7 6.7 13.3

8 - 1 3 3 - - 1 1 3 1 - -

- 12.5 37.5 37.5 - - 12.5 12.5 37.5 12.5 - -

19 - - 4 3 3 1 2 1 5 5 - 1

- - 21.1 15.8 15.8 5.3 10.5 5.3 26.3 26.3 - 5.3

- - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -

2 - - - 1 1 - 1 - - - - -

- - - 50.0 50.0 - 50.0 - - - - -

7 1 1 3 3 1 1 1 2 3 3 1 1

14.3 14.3 42.9 42.9 14.3 14.3 14.3 28.6 42.9 42.9 14.3 14.3

52 4 5 16 10 5 6 5 5 18 9 1 3

7.7 9.6 30.8 19.2 9.6 11.5 9.6 9.6 34.6 17.3 1.9 5.8

8 2 2 5 - - - - - 5 - - -

25.0 25.0 62.5 - - - - - 62.5 - - -

11 1 1 3 1 2 2 1 2 5 3 1 1

9.1 9.1 27.3 9.1 18.2 18.2 9.1 18.2 45.5 27.3 9.1 9.1

8 - 1 3 3 1 - - 2 1 1 - -

- 12.5 37.5 37.5 12.5 - - 25.0 12.5 12.5 - -

14 2 3 2 3 4 5 3 3 5 5 1 2

14.3 21.4 14.3 21.4 28.6 35.7 21.4 21.4 35.7 35.7 7.1 14.3

27 2 1 6 6 3 1 1 2 8 7 1 2

7.4 3.7 22.2 22.2 11.1 3.7 3.7 7 .4 29.6 25.9 3.7 7.4

2 - - 2 1 1 - - 1 - - - -

- - 100.0 50.0 50.0 - - 50.0 - - - -

2 - - - - - - - 1 1 - - -

- - - - - - - 50.0 50.0 - - -

10 - 1 1 1 1 1 1 1 4 1 - -

- 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 40.0 10.0 - -

6 1 1 1 2 2 2 4 2 1 1 1 1

16.7 16.7 16.7 33.3 33.3 33.3 66.7 33.3 16.7 16.7 16.7 16.7

2 - - - 1 - - 1 - - - - -

- - - 50.0 - - 50.0 - - - - -

2 - - - 1 1 1 1 1 2 - - -

- - - 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 100.0 - - -

37 1 4 5 6 1 1 5 5 10 5 - 1

2.7 10.8 13.5 16.2 2.7 2.7 13.5 13.5 27.0 13.5 - 2.7

警備業

  全  体

自動車

素形材

機械製造業

航空宇宙工業

繊維

紙・紙加工業

電気・情報通信機器

発
注
側
企
業
の
産
業
分
類

建設業

情報サービス・ソフトウェア

流通業・小売業

建材・住宅設備

金属産業

化学産業

放送コンテンツ業

トラック運送業

食品製造業

印刷業

広告業
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●Ｅ． 発注側企業からの協議の申し込みに応じましたか。 

 

回答数が 10 以上のすべての業種において、「応じた」が最も高くなっており、7 割以上を占めてい

る。 

 

 

  

全体 (N = 307)

自動車 (N = 15)

素形材 (N = 10)

機械製造業 (N = 28)

航空宇宙工業 (N = 0)

繊維 (N = 3)

紙・紙加工業 (N = 13)

電気・情報通信機器 (N = 69)

情報サービス・ソフトウェア (N = 9)

流通業・小売業 (N = 20)

建材・住宅設備 (N = 10)

金属産業 (N = 22)

化学産業 (N = 25)

警備業 (N = 2)

放送コンテンツ業 (N = 4)

トラック運送業 (N = 12)

食品製造業 (N = 6)

印刷業 (N = 2)

広告業 (N = 3)

建設業 (N = 54)

86.6%

93.3%

90.0%

85.7%

0.0%

100.0%

92.3%

89.9%

88.9%

75.0%

80.0%

86.4%

88.0%

100.0%

75.0%

91.7%

83.3%

100.0%

66.7%

83.3%

13.4%

6.7%

10.0%

14.3%

0.0%

0.0%

7.7%

10.1%

11.1%

25.0%

20.0%

13.6%

12.0%

0.0%

25.0%

8.3%

16.7%

0.0%

33.3%

16.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

応じた 断った
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●Ｆ． Ｄ．で回答した協議は、定期的な価格交渉として行ったものですか。 

 

回答数が 10 以上のほとんどの業種において、「いいえ」が高くなっている。一方、「自動車」およ

び「紙・紙加工業」では「はい」が高くなっている。 

 

 

 

  

全体 (N = 301)

自動車 (N = 17)

素形材 (N = 12)

機械製造業 (N = 25)

航空宇宙工業 (N = 0)

繊維 (N = 3)

紙・紙加工業 (N = 13)

電気・情報通信機器 (N = 67)

情報サービス・ソフトウェア (N = 9)

流通業・小売業 (N = 18)

建材・住宅設備 (N = 11)

金属産業 (N = 22)

化学産業 (N = 28)

警備業 (N = 3)

放送コンテンツ業 (N = 3)

トラック運送業 (N = 11)

食品製造業 (N = 7)

印刷業 (N = 3)

広告業 (N = 2)

建設業 (N = 47)

39.9%

58.8%

33.3%

48.0%

0.0%

0.0%

53.8%

40.3%

77.8%

44.4%

45.5%

31.8%

32.1%

33.3%

66.7%

27.3%

28.6%

66.7%

0.0%

29.8%

60.1%

41.2%

66.7%

52.0%

0.0%

100.0%

46.2%

59.7%

22.2%

55.6%

54.5%

68.2%

67.9%

66.7%

33.3%

72.7%

71.4%

33.3%

100.0%

70.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

はい いいえ
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●Ｇ． Ｆ．で①と回答した方に質問します。 

発注側企業からの協議の申し込みの趣旨は何ですか。 

 

回答数が 10 以上の業種のうち、「機械製造業」と「建設業」では「受注側企業の状況を発注側企業

が定期的に把握し、それを取引価格に反映させるため」が最も高く、「電気・情報通信機器」では「受

注側企業の状況にかかわらず、発注側企業から原価低減要請をするため」が最も高くなっている。「自

動車」では両方の回答がともに同率で最も高い。他の業種については、サンプル数が少ないため、下

図は参考とされたい。 

 

 

  

全体 (N = 120)

自動車 (N = 10)

素形材 (N = 4)

機械製造業 (N = 12)

航空宇宙工業 (N = 0)

繊維 (N = 0)

紙・紙加工業 (N = 7)

電気・情報通信機器 (N = 27)

情報サービス・ソフトウェア (N = 7)

流通業・小売業 (N = 8)

建材・住宅設備 (N = 5)

金属産業 (N = 7)

化学産業 (N = 9)

警備業 (N = 1)

放送コンテンツ業 (N = 2)

トラック運送業 (N = 3)

食品製造業 (N = 2)

印刷業 (N = 2)

広告業 (N = 0)

建設業 (N = 14)

41.7%

40.0%

0.0%

41.7%

0.0%

0.0%

71.4%

33.3%

14.3%

37.5%

40.0%

28.6%

66.7%

100.0%

50.0%

66.7%

50.0%

50.0%

0.0%

50.0%

30.8%

40.0%

50.0%

33.3%

0.0%

0.0%

28.6%

37.0%

14.3%

12.5%

20.0%

42.9%

22.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

50.0%

0.0%

42.9%

27.5%

20.0%

50.0%

25.0%

0.0%

0.0%

0.0%

29.6%

71.4%

50.0%

40.0%

28.6%

11.1%

0.0%

50.0%

33.3%

50.0%

0.0%

0.0%

7.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

受注側企業の状況を発注側企業が定期的に把握し、それを取引価格に反映させるため

受注側企業の状況にかかわらず、発注側企業から原価低減要請をするため

その他
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問5. 国が本年９月を価格交渉促進月間に設定し、発注側企業に価格交渉に応じるよう呼びか

けたことは、発注側企業と価格交渉を行うに当たって役に立ちましたか。 

 

 受注側企業の業種で比較すると、すべての業種において「そもそも知らなかった」が最も高くなっ

ており、7 割以上となっている。 

 

 

  

  全  体 (N = 6,332)

農業，林業，漁業 (N = 86)

鉱業，採石業，砂利採取業 (N = 8)

建設業 (N = 1,425)

製造業 (N = 1,619)

情報通信業 (N = 315)

運輸業，郵便業 (N = 482)

卸売業，小売業 (N = 1,571)

サービス業他 (N = 825)

12.3%

12.8%

0.0%

14.6%

12.0%

6.3%

13.9%

11.6%

11.6%

10.3%

10.5%

0.0%

9.6%

10.9%

11.1%

14.9%

9.4%

9.6%

77.3%

76.7%

100.0%

75.8%

77.1%

82.5%

71.2%

79.0%

78.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

役に立った 役に立たなかった そもそも知らなかった
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問6. 問５で①又は②と回答した方に質問します。価格交渉促進月間は何で知りましたか。 

 

 受注側企業の業種で比較すると、半数の業種において「日本経済新聞の記事」が最も高くなってい

る。一方、「運輸業，郵便業」では「所属する業界団体からの周知」が他の業種に比べて特に高くなっ

ている。 

 

 

※複数回答形式のため合計値と全体数は一致しない 

  

（上段：件数、下段：％）

  全  体
ＮＨＫニュー
ス

日本経済新
聞の記事

新聞・テレビ
の報道（①・
②以外）

日本経済新
聞の広告

ポスター・ビ
ラ

価格交渉現
場応援ペー
パー

経済産業省・
中小企業庁
ＨＰ

1,387 281 456 346 46 39 11 263

20.3 32.9 24.9 3.3 2.8 0.8 19.0

19 3 3 7 - - - 3

15.8 15.8 36.8 - - - 15.8

- - - - - - - -

- - - - - - -

335 66 88 85 11 14 3 46

19.7 26.3 25.4 3.3 4.2 0.9 13.7

361 73 129 80 14 14 4 95

20.2 35.7 22.2 3.9 3.9 1.1 26.3

54 8 15 12 1 1 - 16

14.8 27.8 22.2 1.9 1.9 - 29.6

136 20 38 31 5 4 2 23

14.7 27.9 22.8 3.7 2.9 1.5 16.9

313 77 132 81 12 4 2 42

24.6 42.2 25.9 3.8 1.3 0.6 13.4

168 34 51 49 3 2 - 38

20.2 30.4 29.2 1.8 1.2 - 22.6
サービス業他

受
注
側
企
業
の
産
業
分
類

  全  体

農業，林業，漁業

鉱業，採石業，砂利採取
業

建設業

製造業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

中小企業庁
メルマガ

ミラサポ・Ｊ－
Ｎｅｔ２１

YouTube
（経済産業省
ライブ配信
チャンネ
ル）・Twitter
（経済産業省
ニュースリリー
ス）

所属する業
界団体から
の周知

中小企業３
団体（商工
会・商工会議
所・中央会）
からの周知

その他

40 18 12 214 231 145

2.9 1.3 0.9 15.4 16.7 10.5

- - - 3 1 3

- - - 15.8 5.3 15.8

- - - - - -

- - - - - -

4 3 2 74 78 33

1.2 0.9 0.6 22.1 23.3 9.9

20 9 3 35 52 41

5.5 2.5 0.8 9.7 14.4 11.4

4 1 1 5 8 8

7.4 1.9 1.9 9.3 14.8 14.8

1 1 1 48 19 14

0.7 0.7 0.7 35.3 14.0 10.3

6 1 3 35 41 28

1.9 0.3 1.0 11.2 13.1 8.9

5 3 2 14 32 18

3.0 1.8 1.2 8.3 19.0 10.7
サービス業他

受
注
側
企
業
の
産
業
分
類

  全  体

農業，林業，漁業

鉱業，採石業，砂利採取
業

建設業

製造業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業



 

42 

 

 

なお、本調査によって得たデータは、中小企業庁が下記 URL にて公表する「価格交渉促進月間フォ

ローアップ調査の結果について」の資料を作成するための基礎データとして活用された。 

 

（経済産業省 HP） 

https://www.meti.go.jp/press/2021/02/20220210006/20220210006-1.pdf 
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２－２．価格交渉促進月間に関するフォローアップ調査（ヒアリング調査結果） 

 

Ａ 重点５課題について 

（１）取引価格の決定方法が妥当だと感じるか 

① 複数社による相見積もりにより決定 

✓ 妥当であるとは思うが、社数を絞ってほしい。 

✓ 妥当な方法だと感じている。親会社からの一方的な価格決定ではなく、親子間で特別な扱い

もない。一般的なビジネス関係として価格決定がなされており、健全と感じる。 

✓ 妥当な方法で特に問題はない。競合が複数いるため、相見積もりは避けられない。 

 

② 発注側企業（親事業者）の指定する価格で一方的に決定 

✓ 取引価格は既に決定しており、変動を要請する余地がない 

 

③ 発注側企業（親事業者）との協議により決定 

※協議はなくとも貴社の希望価格が採用されている場合を含む 

✓ 妥当だと感じるので従来通りの方法を継続してほしい。 

✓ 妥当な方法だと感じている。 

✓ 労務請負のため最低賃金が上がった際や消費税増税の際に協議を要請し決定するが、現実的

には価格交渉に応じてもらえるケースはごく稀であり、当社側の人件費（請負業務のコスト）

は経年により上昇するのに対して受注単価（請負業務の報酬＝売上）の上昇応諾は少ない。

但し、特別な業務で仕様や業務内容が特殊な場合は協議により通常単価よりも高い単価で請

け負うケースもある。 

✓ 年間計画・予算などについて、発注者と十分に協議した上で取引価格を決定している。 

✓ 提出した見積もりの価格でほぼ決定していることから、妥当な方法であると考えるが、複数

社による相見積もりになっているかは把握していない 

✓ 手段、条件等、親事業者との円滑な協議で進められており、妥当である。 

✓ 先方に見積を提出し、予算内に収まるか協議することとなり、予算内に収まる場合は当社希

望価格が採用され、予算に収まらなかった場合は、無理な受注は請け負わない方針を採って

いるため、受注は断念するケースが多い。商取引上、通常のことであり、特段問題は感じて

いない。 

✓ 親事業者の一部門における製造工場に近い立ち位置であるため、妥当と感じている。 

 

（２）直近 1年間の価格協議についての状況 

① 協議を申し込んで応じてもらえた or 協議を申し込まれた 

✓ 現在の経済・業界状況を把握してから協議に望んでいる。価格以外の希望に対してはおおよ

そ７０％が受け入れられる。価格協議は１１０～１３０％の上昇。交渉内容に対して親事業

者が満足する結果を準備するよう工夫していきたい。  

✓ 最低賃金上昇時、消費税増税時に単価アップを要請するが、親事業者からは「もっと下げる

努力をして欲しい」という要請があり、１分１秒単位での労務管理で極力単価を下げる努力

はするが、最低賃金は法定の人件費であり、努力にも限界はある。 

✓ 工数管理や価格協議を行っており、プロジェクトに応じて当社開発要員の工数、ベンダー利

用の工数、管理費などの必要資金を協議した結果、価格を決定している。 
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✓ 値上げが必要な場合は案件ごとに見積もりすることで値上げ分は反映されていることから、

協議を申し込んで応じてもらえたとはいえ、特に工夫したい点、親事業者に改善してほしい

点はない。 

✓ 親事業者からは年に二回、数パーセントの価格協議をメールで申し込まれるが、無理な場合

は無理と伝えると、当初からの見積もり価格で決定する。一方で価格が合わなければ失注。 

✓ 過去、親事業者主体であったが、最近では当社が主体となり協議を申し込んでおり、その際、

プレゼン資料や計画書を用意し協議に臨む。条件面については親事業者側の都合もあり１０

０％通るわけではないが殆どの条件に応じてくれる。 

✓ 長年の取引により、親事業者もどの程度の（金額の）見積が提出されるか概ね把握しており、

当社としては現地確認の上、材料・数量を考慮し積算、見積提出するパターンが多い。現地

に行かない場合は先方から材料・数量の指定があるが、概ね適正価格であるため、双方特段

問題は感じていないと思う。 

 

② 協議を申し込んだが応じてもらえなかった 

    ※ 該当なし 

 

③ 協議を申し込まなかった 

✓ 取引を外される可能性を懸念したため協議を申し込まなかった。 

 

（３）価格協議を申し込むにあたっての懸念・不安事項など ※「特にない」などの回答を除く 

✓ 取引から外される可能性が考えられた。 

✓ 価格協議には常に応じてもらえているが（実際に価格が変更されない場合もある）、価格協議

に応じた結果、取引を他のグループ外の会社に変更となったこともあるなど、親子間だから

と言ってもそこはシビアな決定をされるため、その点では不安はある。子会社だからと言っ

て特別な扱いはされないが、価格協議に柔軟に応じてもらえている点は、親子間のメリット

はあるかもしれない。  

 

（４）価格低減要請の具体的な内容（要請を受けている場合） 

✓ ２０年ほど前に親事業所で策定した経営計画に基づく請負単価から毎年の価格交渉を経ても

結果的に大きく変わっておらず、上昇要請に対しては「もっと努力をして欲しい」で終わっ

てしまう一面は否めない。 

✓ 相見積もりの要請がある。 

✓ 親事業者からは年に二回、価格改定があり、資材担当者よりメールにて数パーセントの値下

げを要望されるケースはあるが、協力できない場合は断っており、断ったことで、特に注文

がなくなるような不利益を被ることはない 

✓ 価格低減要請はないが、人件費高騰による費用負担を予算の関係上、なかなかスムーズには

認めてくれない場合がある。折り合いの付く範囲で価格決定を行う。 

✓ 価格低減は求められているが、常識の範疇内であり、問題等が生じることはない。 

 

（５）急な仕様変更や短納期発注等による負担の発生と補填 

✓ 殆どないが、ある場合はその都度話し合いを行える関係性、環境が整備されている。 

✓ 急な仕様変更や短納期発注等はないので指示、負担等もない。 
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✓ 急な仕様変更はあるが、再検討するため一定の期間をもらっており、負担がないようにして

いる。 

✓ 労働時間、人員の増加が負担。全額ではないが超過分の人件費の補填や、金額以外では期中

の受注内容で何らかの補填がある。 

✓ 請負業務が包装梱包を請け負う役務提供のため、急な仕様変更、短納期等の要請はないが、

まれに生じた場合の価格は据え置き。 

✓ 年度初めにスケジュールに関しては擦り合わせているため、急な仕様変更や短納期発注等は

ない。不具合に対して即時対応を行うことはあるが、年間を通した工数管理に前もって組み

込んでいるので負担はない。 

✓ 急な仕様変更や短納期発注は無く、親事業からの短納期希望の場合は見積もり段階で打診が

あり、納期が間に合わないと返答した場合は、発注自体が無くなる。 

✓ 親会社にも原価低減の使命があるため、価格面などの負担がある。納期や仕様についても同

様で極力、要望に応えられるように最大限努力するようにしており、これによって信用を確

立しているが、対応した場合の補填などは無い。 

✓ 発注時に必ず見積依頼の後、納期提案、発注の順序での流れとなっているため、納期が間に

合わなければ発注自体がなくなることから当社の負担にはなっていない。数年に一度大至急

の納期で現場担当者から直接先行発注を要望されるケースもあるが、キャンセルになること

はこれまで一度もなく、これも負担にはなっていない。 

✓ 頻繁には発生していないがゼロではなく、発生した場合、それに伴う人件費（増員や時間外

労働）等の増加した工程費用は請求し、価格転嫁はできている。 

✓ 追加工事の発生はあるが、短納期発注は特に無く、追加工事の場合は都度、価格を協議して

受注する・しないを選択するため、親事業者からの高圧的な姿勢などは特に無い。  

 

（５）知的財産やノウハウは守られていると感じているか（自身でも保護しているか） 

✓ 守られていると感じるが、当社独自での知的財産やノウハウの保護は行っていない。  

✓ 技術者の能力が高く、技術者の個人の能力が主たるノウハウになっているが、人材が流出し

ないように待遇などに注力している。 

✓ 知的財産等は特に意識していないが、自社の（施工）技術継承は意識しており、手法として

は熟練者への同行、研修などで、特別なことは実施していない。 

✓ 親事業者に専門の部署が設けられており、知的財産等は守られていると感じている。一方、

自社では特許を取得していない。 

 

（６）型管理における問題点（型を使用する企業が対象） 

✓ 現状問題は生じていない。 

✓ 鋳造の型を１つ管理しているが、型を預かっていると同時に確認書をもらっており、特に問

題は無い。 

✓ 型を使用していないため該当しない。 

✓ 親事業者からの金型預かりはなく、当社資産の金型については外注先に預けており、年に一

度、外注先にあるかどうかの確認を書類で実施してため現状に於ける問題はない。  
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（７）親事業者に対し取引上の問題を伝える機会の有無 

✓ その都度話し合いを行える良好な関係を構築出来ているので、弊害は特になし。  

✓ 直接の問題を伝えることはないが、第三者機関などが仲介しており、第三者機関へ意見を伝

えられる環境は整っている。 

✓ 必要であれば、定期会議などでこちらから発信しており、率直に意見を伝えられてため、弊

害となっていることはない。 

✓ 最低賃金上昇時に相談に伺う程度で、過去には相談をしに行くと「それでは他社に」という

場面もあったが、長年、親事業者からの発注で事業を継続してきた面があるため、価格交渉

の結果、据え置きでも飲まざるを得ないのが現状である。 

✓ 毎週、ＩＴ企画部との打ち合わせを行い、情報共有しており、率直に意思伝達を行っている。 

✓ 取引上の問題はないため、取引上の問題を伝える機会もない。 

✓ 少なくとも、四半期に一度くらいは相談をする機会があり、懇談などもある。密な情報交換

が出来ており、こちらの意見を率直に伝えられるような関係性が出来ている。 

✓ 現状、取引上での問題はないため、該当しない。 

✓ 半年に一度、下請を集めた意見交換会があり、事業所懇談会も年に一度設けられており、意

見交換を行う機会がある。弊害となっていることは無く、率直に意見を伝える事が可能だと

思う。 

✓ アンケートなどで伝える機会があり、経営上で課題が生じた際には親事業者の担当部署に連

絡・相談して解決に努めており、弊害等はない。 

 

（８）親事業者に取引関連のヘルプデスクの設置があるか。ヘルプデスクの設置は有効だと思うか 

✓ 困ったときは電話をメインに話し合いを行っており、非常に有効だと感じているから、現状

で十分満足。 

✓ 親事業者にヘルプデスクはないと思う。交渉の余地がないためヘルプデスクを設置する意味

合いがない。 

✓ 第三者機関を活用しているが、ヘルプデスクの有効性はわからない。(292176929) 

✓ ない。 

✓ 役務提供のため、ヘルプデスクの類の設置は特に有効とは感じない。 

✓ 取引関連のヘルプデスクはないが、親事業者には法務室があり、その機能を代用できるので、

ヘルプデスクの設置は有効とは思わない。 

✓ ヘルプデスクらしきものを親事業者の事務所内でみかけたことがあるが、活用したことは無

く、ヘルプデスクの設置が有効かどうかの判断は難しいと考える（価格等がヘルプデスクを

介して当事者に伝わる懸念がある）。 

✓ 親事会社の経営企画室がその機能を有しており、相談窓口となっている。 

✓ 親事業者に取引関連のヘルプデスクがある認識はなく、ヘルプデスク設置の有効性も特に感

じない。 

✓ 設置はない。各部署に直接問い合わせている。 

✓ ヘルプデスクの存在は把握していないが、親事業者の担当者や総務部に直接連絡を取るため、

必要性は感じていない。 

✓ ヘルプデスクは存在し、有効と捉えている。専門分野での課題に直面する場合が多いため、

然るべき部署に直接連絡するケースが多いとされる。 
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Ｂ サプライチェーン全体の共存・共栄について 

［CO2排出量削減について］ 

（１）現在、CO2排出量の算定を行っているか。また、取引先や公的機関に CO2排出量を報告する際

に、算出方法などの違いにより負担となっていることがあるか。 

✓ 具体的な算出方法はないが、年に１回 CO₂・有毒ガスがどのくらい出ているのか確認する機

会を設けている。算出する要請を受けたことがなく弊害を感じたことはない。 

✓ CO₂排出量の算定を現在も行っておらず、負担等もない。 

✓ 省エネ関連の事業を手掛けており、省エネの検査機関に該当するため、当たり前の様にやっ

ており負担はなし。 

✓ 特に行っていない。 

✓ 親事業者からの指示に応じている。例えば請負作業員（当社の従業員）が工場内に持ち込ん

だ昼食のごみ（CVSで購入した弁当などごみが生じるものの場合）は必ず持ち帰らなければ

いけないなど、親事業所内での規定が事細かく設定され、それを遵守している。役務提供を

行う当社自体に CO₂削減目標があるわけではないので、算定、排出量報告は行っていない。 

✓ 算定していない 

✓ 親事業者では製品の走行時や工場における製造から廃棄・リサイクルまで、製品ライフサイ

クル全分野で地球温暖化の一因である CO₂を排出しているため、「CO₂排出ゼロ」を追求し

ていくことで、サプライチェーン全体での環境負荷を徹底的に低減し、地球温暖化防止に貢

献していくとしている。ただ、当社自体単体では CO2 排出量の算定を行っていない。 

✓ CO₂排出量の算定は行っていない。 

✓ 行っているが、当社はメーカーではないため基本的に複雑な算出を用いておらず、特に問題

は生じていない。 

✓ CO₂排出量の算定は行っていない。 

✓ 算定は実施していない。 

✓ 実施なし。 

✓ 算定は特定の部署が実施しているが、求められた算定方法に合わせる点については労力の部

分で負担になっているように見受けられる。 

 

（２）算定方法の確立や検討が必要となった場合の方法および想定される問題点 

✓ 事業上のノウハウにあたるため未回答。 

✓ 未定。 

✓ 親事業者の指針に従い遵守するのみのため、問題点等は想定していない。 

✓ 現状考えていない。 

✓ 取引先と協業してシステム開発を行っており、当社単体で CO2 排出量の算定の確立や検討が

必要となる場合は想定できない。 

✓ 現時点では想定しておらず、必要となった場合は親事業者に相談する。 

✓ 算出方法は確立されている。 

✓ 紙の使用量の削減。現段階では想定される問題点は思いつかない。 

✓ 現状は検討中ではあるが詳細は決まっていない。 

✓ 算出方法がわからず、マニュアルなどがあれば着手することも可能と思うが、現状そこまで

の要請は無く、未着手である。 



 

62 

 

✓ 不明点などが生じるケースがあるため、現状では算定を求める先の条件に合わせており、算

定を求める先並びに親事業者に問い合わせて柔軟に対応している。 

 

（３）取引先から CO2の排出量削減を求められた場合の対応および削減にあたり想定される問題点 

✓ 排出量削減を求められたことがなく考えたことがないが、頂く作業内容、工程によっても変

わるため、万が一その場合は部品改良など根本的な部分を変える必要があるため、その時に

話し合ってしっかり考えたい。  

✓ 現在、取引先からの削減要請はないが、将来的に削減が求められた場合でも当社基準ではな

く先方が設定等する基準に準じた内容に則して行うほかない。 

✓ 事業上のノウハウにあたるため未回答。 

✓ 倉庫業なので対象ではないが、強いて行うとしたら、営業車を全車ハイブリッド車にする。

または車両を廃止して公共交通機関を利用する。車両買い替えに伴う資金が問題となる。 

✓ 特に該当はない。 

✓ 仕入先メーカーと協議する。問題点は現状思い浮かばない。 

✓ 取引先と協業してシステム開発を行っており、取引先に準じた対応となる。 

✓ ペーパーレスや照明のＬＥＤ化といったできることから対応するが、想定される問題点とし

てはコスト。 

✓ 現時点では、グループ内の現状調査の段階で、まだ削減を求められるところまでは来ておら

ず、業種柄、削減の余地には限界もあるため、今後もし削減を求められた場合には十分に検

討しなければならない。 

✓ CO2 の排出量削減を求められたタイミングで、取引先と協議して削減内容を決定するが、削

減にあたっての想定される問題点は現段階では思いつかない。 

✓ 現状は検討中ではあるが詳細は決まっていない。 

✓ CO2 算出方法がわからないため、まずは算出方法の把握が必要であり、研修・講習会などが

あれば、理解が深まると思う。 

✓ 製造の過程で使用するエネルギーは電気が大部分を占めており、使用電力の削減を徹底して

対応しており、問題点については現状ないが、無駄を排除していくとしている 

 

 

［人材マッチングに関する支援について］ 

（３）取引先の中で、人材マッチング支援を行っている企業の有無と支援を受けている場合の内容 

✓ 人材マッチング支援を行っている企業はおらず、現在マッチング支援は受けていない。現状、

特段の支援を必要としていない。 

✓ 特に受ける必要性も感じていない。 

✓ 必要な人材確保を行う場面では取引先から紹介を受けることはあるが、「マッチング支援」と

いう形ではない。 

✓ 受けていない。 

✓ 取引先の中で人材マッチング支援は行っていないが、状況次第で出向などの人事交流がある。 

✓ 採用は独自で行っているため、特に人材マッチングなどの支援は受けていない。 

✓ 取引先では人材マッチング支援を行う会社はない。 

✓ マッチング支援を行っている取引先はなく、現状必要性も感じていない。  
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［経営全般に関する相談窓口について］ 

（４）親事業者に経営全般に関する相談窓口があるか。具体的な相談内容（仮に相談窓口があったと

したら、親事業者にどのような相談をするか） 

✓ 親事業者よりも組合全体でのヘルプデスクがあり、こちらで様々な相談を相互的に行ってい

る。  

✓ 経営全般に関する相談窓口はない。 

✓ 最低賃金の上昇や働き方改革など時代の変化に関する要望は受け入れて頂ければありがたい。 

✓ 相談は考えていない。 

✓ 監査役が、親会社の取締役であるため、経営的な課題については相談する必要があれば、都

度、取締役会で議題として出してもらうこともある。細かなことであれば、先述の経営企画

室の担当者に相談することも可能 

✓ 毎年１月頃、次年度及び翌々年度のビジネスプランを作成し、親事業者に報告したものを基

に親事業者と協議を行い事業計画のアドバイスを受けている。 

✓ 特に利用したことはないが、前述の事業者懇談会にて人材関係をはじめ、様々な相談が可能

だと思う。 

✓ 相談窓口は親事業者に設置されており、経営上で生じる様々な課題を相談している（内容は

多岐に渡る）。 

 

（５）親事業者からの生産性向上に係わる支援の有無と支援内容（仮に支援があった場合、どのよう

な支援を望むか）。 

✓ 手配が難しい部品の提供などは支援として挙げられるが、その他は特にない。 

✓ システム、機械、フォークリフトなどを貸与してくれる。 

✓ 支援はないが、安全衛生上の指導は随時受けている。資本関係のない取引関係上の親事業者

であり、依存度が高いこともあるので、支援などの要望は上げづらいのが実態である。 

✓ 支援は思い浮かばない。 

✓ システム運用による効率化で生産性が向上する場合には、システム運用に対する新たに発生

する資金を取引先に負担いただいている。 

✓ ５Ｓ（整理・整頓・清掃・清潔・躾）の指導の生産性向上に係わる支援はある。 

✓ 生産技術支援が主体で効率化や技術的な向上を含めた生産指導。 

✓ 熟練工に対する表彰・支援金や資格教育制度などが設けられており、資格取得費用も通常よ

り幾分安くなる模様。 

✓ 支援はなく、生産性向上については自社で対応している。 
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